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平成２８年度（2016年度）県税決算の概要 
 

県税収入総額は、１，５８４億１，１５１万円 

（対前年度 ＋約２５億円 ＋１．６％） 
【特徴】 

平成２７年の円安の状況を受け、平成２８年３月決算期の企業収益が好調

であったことなどにより、法人二税が増収となったことなどから、総額で前

年度（1,559億4,988万円）を２４億６，１６３万円上回った。 

１．概要 

  ○個人県民税 約５２１億円（対前年度 △１３億円 △２．４％） 
    平成２８年初頭からの円高・株安傾向による配当割および株式等譲渡所得割の大幅

な減収により、前年度を下回った。 

 

  ○法人二税  約４６６億円（対前年度 ＋５３億円 ＋１２．７％） 
    平成２７年の円安の状況を受け、平成２８年３月決算期の企業収益が好調であった

ことに加え、地方法人課税の偏在是正措置の見直しの影響などにより、前年度を大幅

に上回った。 

 

  ○その他諸税 約５９７億円（対前年度 △１５億円 △２．４％） 
    還付額が増加したことによる地方消費税の減収などにより、前年度を下回った。 

    
 

 収入未済額の状況 

   平成２８年度 平成２７年度 対前年度 

収入未済額 ３５億５９百万円 ３８億１５百万円  △２億５６百万円 

徴収率 現年度課税分    ９９．１％    ９９．１％     ０．０ Ｐ 

滞納繰越分    ３３．８％    ３１．９％    ＋１．９ Ｐ 

計    ９７．６％    ９７．４％    ＋０．２ Ｐ 

 

 ◎実質的な収入未済額（※法により認められた徴収猶予分を除いた額） 

   平成２８年度 平成２７年度 対前年度 

実質的な収入未済額 ２７億３８百万円 ３０億３８百万円 △３億円  
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県税決算額の税目別内訳

個人県民税

521億4,476万円

（32.9%）

法人二税

465億8,408万円

（29.4%）

地方消費税

198億2,779万円

（12.5%）

自動車税

178億9,733万円（11.3%）

軽油引取税

120億2,017万円（7.6%）

不動産取得税

36億8,142万円（2.3%）

自動車取得税

17億1,781万円（1.0%）

県たばこ税

15億2,018万円(1.0%）

個人事業税

13億9,689万円

（0.9%）

県民税利子割

5億1,181万円

（0.3%）

ゴルフ場利用税

10億6,164万円

（0.7%）

総額
1,584億
1,151万円
（100％）

その他の税
4,763万円
（0.1%）
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県税決算額の推移

 

・平成19年度は三位一体の改革により所得税から住民税への税源移譲が行われ、個人県民税の収入額が

概ね倍増した。 

 ・平成21年度は世界同時不況により企業業績が大幅に悪化したことに加えて、地方法人特別税の導入 

  （H20.10月～）により、法人二税の収入額が大幅に減少した。 

・端数処理により合計が一致しない箇所がある。 



２．税目別の決算状況 

 

（１）個人県民税  ５２１億４，４７６万円（△１３億 ４８３万円 △２．４％） 

   ○均等割・所得割  ５０２億６，０８１万円（＋ ５億１，５３４万円 ＋ １．０％） 

   ○配当割       １１億４，６２５万円（△ ６億２，８０２万円 △３５．４％） 

   ○株式等譲渡所得割   ７億３，７６９万円（△１１億９，２１４万円 △６１．８％） 

 

   納税義務者数の増加および収入未済額の縮減により均等割・所得割が増収となる一方

で、平成２８年初頭からの円高・株安傾向により配当割および株式等譲渡所得割が大幅

に減収となり、個人県民税全体として減収となった。 

 

（２）法人二税   ４６５億８，４０８万円（＋５２億５，６７２万円 ＋１２．７％） 

   ○法人県民税  ６４億５，７１１万円（△１０億  ３１４万円 △１３．４％） 

   ○法人事業税 ４０１億２，６９７万円（＋６２億５，９８６万円 ＋１８．５％） 
 
   平成２７年の円安の状況を受け、平成２８年３月決算期の企業収益が好調であったこ

とに加え、地方法人課税の偏在是正措置の見直しの影響などもあり、大幅な増収とな

った。 

 

※ 地方法人課税の偏在是正措置の見直し（平成26年10月1日以降に開始する事業年度から） 

①法人県民税法人税割の税率引下げ（地方交付税原資化） 

②法人事業税の税率引上げ（地方法人特別税の一部復元） 

 

 【業種別の調定状況】 

  ◇製 造 業  製造業全体では対前年度８．８％の増となった。 

         化学工業や汎用機械器具製造業、電気機械器具製造業等で増となった。 

 

  ◇非製造業  非製造業全体では対前年度１８．３％の増となった。 

         銀行業や鉄道業等で増となった。 

 

（３）地方消費税  １９８億２，７７９万円（△１１億７，１７１万円 △５．６％） 

   還付額の増加や消費税率引上げの影響の平準化により、減収となった。 

 

  【参考】清算額を加えた地方消費税 443億5,842万円（△41億 2,754万円 △8.5％） 

 

（４）自動車税   １７８億９，７３３万円（△１億３，０１６万円 △０．７％） 

   排気量の大きい乗用車の課税台数が減少したことに加え、グリーン化税制による軽課

対象車両の割合が増加したことにより、減収となった。 

 

（５）軽油引取税  １２０億２，０１７万円（△８，７６３万円 △０．７％） 

   自動車による貨物輸送量の減少や自動車の燃費性能の向上等により、軽油需要が減少

したため、減収となった。 

 



（６）不動産取得税  ３６億８，１４２万円（＋１，７７６万円 ＋０．５％） 

   大規模家屋の取引が増加したことにより、増収となった。 

 

（７）自動車取得税  １７億１，７８１万円（＋９，３４２万円 ＋５．８％） 

   登録車の販売台数が増加したことにより、増収となった。 

 

（８）県たばこ税   １５億２，０１８万円（△４，７２７万円 △３．０％） 

   たばこの売上本数が減少したことにより、減収となった。 

 

（９）個人事業税   １３億９，６８９万円（＋１，５５９万円 ＋１．１％） 

   徴収率の増により、増収となった。 

 

（10）ゴルフ場利用税 １０億６，１６４万円（△５,７１３万円 △５．１％） 

   利用人員が減少したことにより、減収となった。 

 

（11）県民税利子割   ５億１，１８１万円（△１億 １６９万円 △１６．６％） 

   銀行預金等の利子率の低下や税制改正の影響により、減収となった。 

 

（12）その他の税      ４，７６３万円（△２，１４４万円 △３１．０％） 

   鉱区税、狩猟税、産業廃棄物税ほか。 

    

 


